
「大きな林業」生産力強化事業実施要領 

 

令和６年５月２１日付け県材第 ２６１ 号制定 

令和８年３月３０日付け県材第１６４５号改正 

 

第 1（趣 旨） 

 県内の森林資源が利用期を迎える中、その資源を十分に利用するためには、丸太の

供給能力の拡大や生産性の向上が重要である。加えて、平成３１年４月からの森林経

営管理法の施行や森林環境税の創設により、森林の適切な管理も求められ、市町によ

る森林整備が一層加速することからその担い手となる林業事業体の育成が急務とな

っている。 

このため、本事業により中小規模の林業事業体の業務効率化・生産量拡大・就業環

境改善のための支援を行うことで、「大きな林業」の柱となる主伐・再造林をさらに

推進していく。 

事務の取扱については、福井県補助金等交付規則（昭和４６年４月１日付け福井県 

規則第２０号。以下「交付規則」という。）、農林水産部県産材活用課・森づくり課所

管補助金等交付要綱（平成１７年４月１日制定。以下「交付要綱」という。）によるほ

か、本要領に定めるところとする。 

 

第２（事業内容等） 

 事業実施主体が業務効率化、生産量拡大および就業環境改善を図ることを目的に行

う事業に対して事業実施主体が負担する経費の一部を助成する。対象となる事業区分、

事業内容（工種または設備）、補助対象経費、補助金額等は別表１のとおりとする。 

 

第３（事業実施主体） 

１ 県内に主たる事務所を置く林業事業体とする。 

２ 前項でいう林業事業体の定義は下記ア、イ、ウのいずれかの者とする。 

ア 「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、福井県から改善 

計画の認定を受けた者（認定事業体） 

イ 「福井県林業経営体に関する情報の登録・公表実施要領」に基づき、「意 

欲と能力のある林業経営者」または「適合事業者」、「育成経営体」と 

して単独で福井県から登録を受けた者（選定事業体） 

       ウ 上記ア、イのいずれにも該当しない者で、第６の事業計画の承認日より

原則１年以内に「認定事業体」「意欲と能力のある林業経営者」「適合事

業者」「育成経営体」のいずれかの認定を受ける者 

   

第４（目標値の設定） 

 事業実施主体は、事業実施に当たり別表２で定める目標指標を用いて事業完了後３

年間における目標値を設定し、第５で定める事業計画書に記載する。 

 



第５（事業計画書の提出） 

 事業実施主体は、県産材活用課長（以下「県」という。）が定める提出期限までに事

業計画書を作成し、管轄する県農林総合事務所長または嶺南振興局長（以下「事務所

長等」という。）を通じ県へ提出するものとする。（様式第１号） 

  

第６（事業計画の承認等） 

   県は第５で提出された事業計画書の内容を審査し、適当と認めるときは、事務所長

等を通じ事業実施主体に計画承認を通知するとともに「大きな林業」生産力強化事業

補助金の配分基準の考え方（令和６年５月２１日付け県材第２６１号制定）に基づき

予算の範囲内で事業費を決定し、内示するものとする。（様式第２号） 

 

第７（補助金交付申請・交付決定） 

 １ 計画の承認および内示を受けた事業実施主体は、交付規則第４条、交付要綱第３条

に基づき、補助金交付申請書を事務所長等へ提出するものとする。（交付要綱様式第１

号、様式第７３号、様式第７４号） 

２ 事務所長等は、申請内容を審査のうえ、交付規則第５条に基づき補助金の交付額を

決定し事業実施主体へ通知するものとする。 

 

第８（事業着手期限） 

   事業の着手は、原則として補助金交付決定の通知を受けた後に行うものとする。 

   ただし、これにより得がたい場合には、その理由を具体的に明記した交付決定前着

手届を事務所長等に提出し、着手するものとする。（様式第３号） 

 

第９（事業計画の変更） 

 １ 事業実施主体は、事業計画書に変更が生じたときは、その理由を記載した変更計画

書を作成し事務所長等を経由し県へ提出するものとする。（様式第１号） 

 ２ 県は、前項の変更計画書の内容を審査し適当と認めるときは、事業費を決定し、事

務所長等を通じ事業実施主体へ計画承認を通知するとともに、変更内示するものとす

る。（様式第２号） 

 

第１０（実績報告） 

 １ 事業実施主体は、事業完了後１カ月以内か事業完了年度の２月末のいずれか早い日

までに、交付要綱第６条により事務所長等に完了実績報告書を提出するものとする。

（交付要綱様式第２号、様式第７３号、様式第７４号） 

   ただし、やむを得ない事情により報告書の提出が２月末を超える場合には、あらか

じめ事務所長等を通じ県と協議するものとする。 

２ 完了実績報告書は、交付要綱で定める様式のほか、下記の書類を添付する。   

① 完了写真（別添参考様式の看板を入れて撮影すること） 

② 契約書等の写し（契約書、注文請書等） 

③ 納品書、領収書または支払いを証明する書類 



④ 図面（該当する場合は、見取り図や設計概要図等） 

⑤ 財産管理台帳の写し（財産管理台帳を作成する場合） 

⑥ その他県が必要と認めるもの 

 

第１１（完了検査） 

１ 事務所長等は第１０で定める完了実績報告書の提出後、完了検査を実施するものと

する。 

２ 検査は、事業実施主体の立会いのもと書類検査を基本とする。ただし、施設および

機械の導入、１件の購入金額が５０万円以上の備品の購入については、現地検査を行

うものとする。 

３ 現地検査については、設計図書、カタログ、納品書等に記載されている型番や規格、

数量が現物と一致しているか確認する。また機械については、必要により試運転等操

作を行うなど、その機能についても確認する。 

 

第１２（事業実績報告書） 

 事務所長等は、当該事業終了後の４月３０日までに「大きな林業」生産力強化事業

実績報告書を県に提出するものとする。（様式第４号） 

 

第１３（財産管理台帳の整備） 

１ 事業実施主体は、事業で導入した施設、機械および１件の購入金額が５０万円以上

の備品については、財産管理台帳（様式第５号）を整備し保管するものとする。 

２ 事業実施主体は、前項の規定に基づいて整備した財産管理台帳の写しを、完了

実績報告書に添付し事務所長等に提出するものとする。 

 

第１４（書類の整備） 

 事業実施主体は、補助事業にかかる経理および処理経過が明確に分かるよう必要に

応じて関係書類を整備し、補助事業完了後５年間保管しなければならない。 

 

第１５（達成状況報告） 

１ 事業実施主体は、事業の完了年度の翌年度から起算して３年間、第５により提出し

た事業計画書の達成状況について各調査年度の翌年度６月末までに事務所長等に報

告しなければならない。（様式第６号） 

２ 事務所長等は前項の達成状況報告書について記載内容を確認し、県へ提出する。 

３ 県は、達成状況報告書により、目標値に対する実績値が著しく低い事業実施主体に

ついては、補助金の返還を求めることができるものとする。ただし、自然災害や社会

的・経済的事情の著しい変化等、事業実施主体の責に帰することのできない予測不能

な事態による場合を除く。 

 

 

 



第１６（財産処分の制限） 

１ 事業実施主体は、補助事業により取得し、または効用の増加した財産（機械および

器具については、取得価格５０万円以上のもの）について、処分制限期間内において

は、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、ま

たは取壊してはならない。 

ただし、天災等のやむを得ない理由で県の承認を受けた場合はこの限りでない。 

２ 処分制限期間は、「農林畜水産業関係補助金等交付規則」（昭和３１年４月３０日農

林省令第１８号）の別表で定める期間とする。 

 

第１７（その他留意事項） 

１ １０万円以上の金額を支出または契約する場合は、原則、複数の者から見積書を徴

収し、価格の比較を行うこととする。ただし、特定の相手方でならなければならない

理由がある場合は、必ずその理由を書面により整備すること。 

２ 事業実施主体が消費税の課税事業者の場合、補助金の交付を申請するに当たって、

当該補助金の仕入れに係る消費税等相当額を減じて申請しなければならない。 

免税事業者の場合は、申請年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は所得

税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）および損益計算書類等の売上

高が確認できる資料を申請時に添付すること。 

 

   

附則 この要領は、令和６年５月２１日から施行する。 

附則 この要領は、令和７年４月 １日から施行する。 

附則 この要領は、令和８年４月 １日から施行する。 

 



 

別表 1（第２関係） 

区分 事業内容（工種または設備） 補助対象経費 補助金額 

ICT/素材生産 

コース 

・林業用機械等の整備 

・集材用ウインチ取付など既存の機械および運搬車等の改良 
・アタッチメントや多機能バケット等の導入 

・デジタル測量器具や林業用ソフトウェア、無線機等の導入 
・繊維ロープやロープウインチ等の購入 

・その他事業の目的を達成するために県が必要と認めるもの 

備品購入費 
・備品購入費 
・機械器具費 

補助対象経費の１/３以内とし、補助上限は 1 事
業主体当たり 200 万円とする。なお、補助金額
1,000 円未満は切り捨てとする。 

工事請負費 ・構築物整備費 

委託料 

・委託料 
・機械加工費 
・運搬費 

消耗品費 ・消耗品費 

再造林コース 

・コンテナ苗の植え付け作業の効率化、省力化につながる 
植栽器具（ディブル、アシストドリル等）の購入 備品購入費 

・備品購入費 

・機械器具費 
補助対象経費の 1/3 以内とし、補助上限は１事業

主体当たり 30 万円とする。なお、補助金額 1,000
未満は切り捨てとする。 

消耗品費 ・消耗品費 

就業環境改善 

コース 

・林業従事者の身体的負担軽減、就業環境改善につながる備品

（空調服、簡易トイレ、休憩用テント、安全装備品等）の購入 
備品購入費 

・備品購入費 

・機械器具費 
補助対象経費の 1/3 以内とし、補助上限は１事業

主体当たり 15 万円とする。なお、補助金額 1,000
未満は切り捨てとする 

消耗品費 ・消耗品費 

〈共通事項〉 

・対象となる事業は、事業内容および目的を達成するために必要となる経費であり、それ以外の目的で使用する経費は補助対象外とする。 

・新品と同程度の耐用を有し、かつ購入価格が同等品の新品の価格を下回ることが見積書等で確認できる中古品については、補助対象とする。 
・その他下記の経費は補助対象外とする。 

① パソコン、デジカメ等の汎用性の高い物品。ただし、林業用のソフトウェア等を導入する場合で一体的に整備する必要がある場合はこの限りでない。 

② 国および県が実施している事業の対象となる経費。ただし、国事業については当年度事業での予算措置がされていないものは補助対象とする。（補助残については対象外） 
③ 機械および施設の維持管理に要する経費。 
④ 林業用種苗や特用林産物の生産に係る経費。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 



 

別表２（第４関係） 

① ICT/素材生産コース 

下記の２つの指標について、事業による効果および３年後の目標値を事業計画書に記載するものとする。 

 

 

 

 

※素材生産量については、他者への請負による素材生産量も含む。 
※素材生産性については、直営による素材生産がある場合のみ記載する。 

 

② 再造林コース 

下記の１つの指標について、事業による効果および３年後の目標値を事業計画書に記載するものとする。 

 

 

※再造林面積については、他者への請負によるものも含む。 

 

 

指標 指標の定義 

素材生産量 事業主体における素材生産量の目標値（㎥）   【目標値については下限 600m3以上かつ現状値より１割以上増加した値とする】 

素材生産性 事業主体における素材生産性の目標値（㎥/人日）   【目標値については現状値以上とする。】 

指標 指標の定義 

再造林面積 事業主体における植栽の面積の目標値（ha）   【目標値については現状値より 2.5 倍以上とする。】 



（様式第1号）

福井県知事　　　様

 なお、計画書記載の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

（変更の場合はその理由を記載）

※（変更）計画書には下記の書類を添付すること。

※変更計画書の場合は２段書きとし上段を変更後数量、下段を変更前数量とすること。

年　　月　　日

　

住所　

団体名　代表者氏名

年度「大きな林業」生産力強化事業（変更）計画書の提出について

　　　年度標記事業を実施したいので、「大きな林業」生産力強化事業実施要領第５の規
定に基づき提出します。

　（5）搬出材積等を証明する書類（総代会資料、契約書、元請け事業者等の証明書
　　　（様式第1-5号）、市場等の出荷伝票等）

　（8）その他必要と認める書類

　（4）固定資産を導入する場合、取締役会や理事会等の承認が必要な場合はその議事録
       の写し

　（3）要望額算出根拠（見積書または積算根拠等）
　（2）事業内容が分かるもの（カタログ、設計書、図面等）
　（1）事業計画書（様式第1-1～1-4号）

　（6）「パートナーシップ構築宣言」を宣言している場合は宣言していることが
　　　 わかるものの写し

　（7）「ふくい女性活躍推進企業」に登録している場合は登録通知書の写し



（様式第１－１号）

TEL FAX

e-mail

住所

連絡先

項目 記入欄

事業実施主体名
および
代表者氏名

　　年度

「大きな林業」生産力強化事業(変更）計画書



（様式第1-2号）

第１　事業実施主体概要

　１　事業実施主体概要

素材生産量 売上高

間伐
（うち直営分）

主伐
（うち直営分）

その他
（うち直営分）

計
（うち直営分）

決算時期

ｍ3 ｍ3 ｍ3 ｍ3

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）
※申請年度の前年度の実績を記入

素材生産性

再造林面積

再造林面積
（うち直営分）

ha

（　　　　　）
※申請年度の前年度の実績を記入

労働災害発生状況 国事業における安全診断受診実績
年度 年度 年度

（うち死亡災害） （うち死亡災害） （うち死亡災害）

件 件 件 件

（　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

※申請年度前年度から3年分の労働災害発生件数を記入

※労働災害は休業4日以上の災害を記入

機械の保有状況

プロセッサ ハーベスタ フォワーダ スイングヤーダ タワーヤーダ フェラー バンチャ スキッダ
台 台 台 台 台 台 台 台 

※リースおよびレンタル機械については含まない

素材生産に係る延べ日数
（②）

従事者１人当たりの
素材生産従事日数（②/①）

素材生産に係る従事者数
（①）

人

素材生産性
（直営分の素材生産量/②）

※平成27年度から国が実施している安全診断
　の受診実績を記入

計

グラッ プル
高性能林業機械

実績がある場合は実施年度実績の有無

売上高
（うち林業に係るもの）

ｍ3/人日

千円

主たる事業所の所在地

商号または名称

代表者氏名

日 日

（　　　　　　　　）

年　月　日
～

年　月　日



パートナーシップ構築宣言

※該当する方に「○」をつけ、有りの場合は宣言日を記入

ふくい女性活躍推進企業

※該当する方に「○」をつけ、有りの場合は登録日を記入

県が行う林業に関する研修の受講実績

研修名

「認定事業体」「意欲と能力のある林業経営者」「適合事業者」「育成経営体」の認定

※申請年度の前年度の受講実績を記入

事業計画の承認日より１年以内に、
認定事業体　・　意欲と能力のある林業経営者　・　適合事業者　・　育成経営体　の認定を受
ける

※実施要領第３（事業実施主体）のウに該当する事業体は、認定を受けるものいずれかを○で囲う

認定

登録の有無
有り　（登録日：　　　　　年　　　月　　　日）

有り　（宣言日：　　　　　年　　　月　　　日）
宣言の有無

無し

無し

　　年度 　　年度 　　年度



（様式第1-3号）
第２　事業の実施計画

　１　事業実施主体としての課題

　２　事業の実施方針

　３　事業実施内容

　４　事業を実施することの効果・目的

※「３　事業実施内容」で記入した事業内容すべてについて記入すること

※可能な限り数値等を使用し具体的に記入すること

区
分

補助対象
事業費（円）

補助金額
（円）

積算根拠

I
C
T
／
素
材
生
産
コ
ー

ス

就
業
環
境
改
善
コ
ー

ス

小計

小計

合計

再
造
林
コ
ー

ス

構造または規格 数量

事業内容 効果・目的

事業内容

小計



（様式第1-4号）
５　事業の目標値

一年目 年度 二年目 年度 三年目 年度

数値 年度

素材生産量 ｍ3

素材生産性 ｍ3/人日

再造林面積 ha

※目標値は、実施要領の別表2で定める事項を記載する。

６　事業の経費配分計画

ICT/素材生産コース

再造林コース

就業環境改善コース

計

区分 補助対象事業費 事業実施主体負
担 自己資金 金融機関等融資

経費の内訳

県補助金

（単位：円）

備考

備考指　　標 単位
現状値

目標値

数値 数値 数値



（様式第1-5号）

（事業実施主体名）
　　　　　　　　　様

（元請事業者、市場等証明者名）

計

～

記

搬出材積証明書

　　　年度に（事業実施主体名）より搬出された材積について下記のとおりであることを
証明いたします。

～

～

～

～

年　　月　　日

住所　

団体名　代表者氏名　　　　　　　印

　

～

搬出材積（㎥）現場名搬出期間

～



様式第２－１号 

番     号 

  年  月  日 

 

 事業実施主体    様 

 

事務所長等  

 

年度「大きな林業」生産力強化事業の事業費の決定について 

 

 

    年  月  日付けで（事業実施主体）より提出のあった  年度「大きな林業」生産力強

化事業（変更）計画については、「大きな林業」生産力強化事業補助金の配分基準の考え方に基づき

下記のとおり事業費を決定したので通知します。 

 つきましては、補助金（変更）交付申請書を提出願います。 

 

記 

 

区分 

今回決定額 既決定額 

備考 事業費

（円） 

補助金

（円） 

事業費

（円） 

補助金

（円） 

ICT/素材生産 

コース 

     

再造林コース 
     

就業環境改善 

コース 

     

計 
     

 

 

 

 



様式第２－２号 

番     号 

  年  月  日 

 

 事務所長等   様 

 

福井県県産材活用課長 

 

年度「大きな林業」生産力強化事業の事業費の決定について 

 

 

    年  月  日付けで提出のあった  年度「大きな林業」生産力強化事業（変更）計画に

ついては、「大きな林業」生産力強化事業補助金の配分基準の考え方に基づき下記のとおり事業費を

決定したのでお知らせします。 

 

記 

 

 

 

事業実施主体名 区分 

今回決定額 既決定額 

備考 事業費

（円） 

補助金

（円） 

事業費

（円） 

補助金

（円） 

 ICT/素材生産 

コース 

     

再造林コース 
    

就業環境改善

コース 

    

計 
    



様式第３号 

番     号 

  年  月  日 

 

 事務所長等    様 

 

事業実施主体名   

 

年度「大きな林業」生産力強化事業補助金交付決定前着手届 

 

   年度  月  日付け   第    号で事業計画が承認された  年度「大きな林業」

生産力強化事業について、別記要件を了承の上、補助金交付決定前に着手したいので届け出ます。 

  

記 

 

１ 事業の内容 

事業実施主体 区分 
補助対象 

事業費（円） 

着工予定 

年月日 

竣工予定 

年月日 
備考 

 

 

     

 

２ 着手する理由 

  

 

 

（別記要件） 

１交付決定を受けるまでの期間内に、天災等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合は、

これらの損失は事業実施主体が負担すること。 

２交付決定を受けた交付金額が交付申請額または交付申請予定額に達しない場合においても、異議

を申し立てないこと。 

３当該事業については、着工から交付決定を受ける期間内においては、計画の変更は行わないこと。 



様式第４号 

番     号 

  年  月  日 

 県産材活用課長    様 

 

事務所長等  

年度「大きな林業」生産力強化事業実績報告書 

 

   年度「大きな林業」生産力強化事業が完了しましたので「大きな林業」生産力強化事業実施

要領第１２に基づき下記のとおり実績を報告します。 

 

記 

 

事業実施 

主体名 
区分 事業内容 

構造 

または 

規格 

数量 
補助対象 

事業費（円） 

補助金額 

（円） 
備考 

 

ICT/素

材生産

コース 

      

      

小  計    

再造林

コース 

      

      

小  計    

就業環

境改善

コース 

      

      

小  計    

合  計    

 



様式第5号

注：１　処分制限年月日には、処分制限の終期を記入すること。
　　２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。
　　３　摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先、抵当権等の設定権等の設定権者の名称または返還額を記入すること。
　　４　この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。

その他

財　　産　　管　　理　　台　　帳

事業実施主体名

区
分

事　　業　　の　　内　　容 工　　期

処　分
制　限
年月日

承
認年
月日

処分
の内
容

事業主
体負担

処分の状況

摘要

経　　費　　の　　配　　分 処分制限期間

耐
用年
数

年度「大きな林業」生産力強化事業補助事業名 事業実施年度

工種構造施設区分 事業量
着　工
年月日 県補助

金
総事業費

負　担　区　分
竣　工
年月日

施工箇所または
設置場所

計



（様式第6号）

福井県知事　　　　様

年度「大きな林業」生産力強化事業達成状況報告書の提出について

　　　年　月　　日　付け　　　第　　　号にて計画の承認を受けた標記事業計画につい
て「大きな林業」生産力強化事業実施要領第１５の規定に基づき達成状況を報告します。

年　　月　　日

　

住所　

団体名　代表者氏名



（様式第6-1号）

第１　事業実施主体規模拡大状況

素材生産性 素材生産量

※代表者除く、人数については報告年度4月1日時点

機械の保有状況

※リースおよびレンタル機械については含まない

再造林の面積 「認定事業体」「意欲と能力のある林業経営者」「適合事業者」「育成経営体」の認定状況

※報告年度の前年度の実績を記入

従事者１人当たり
の年間素材生産

従事日数
（②/①）

三年目

日
主伐

（うち直営分）

（　　　　　）

フェラー バンチャ

台 

高性能林業機械

※他者への請負による素材生産量も含む

ｍ3/人日 ｍ3/人日

（　　　　　）

その他
（うち直営分） （　　　　　）日

※報告年度の前年度の実績を記入

年度 年度 年度 年度 年度

（　　　　　）

スキッダ

台 

プロセッサ

台 

（　　　　　） （　　　　　）

台 台 

（　　　　　）

（　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　）

三年目

年度

ｍ3

一年目

年度

二年目

年度

ｍ3ｍ3

（　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　）（　　　　　）

事業実施年度

年度

素材生産に係
る延べ日数

（②）

人

年度

一年目 二年目

年度

日 日 日

ｍ3

（　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　）

年度

ｍ3人

年度 報告年度

人 人

現状値
申請年度の前年度実績

年度

事業実施年度

三年目

年度

現状値
申請年度の前年度実績

年度

素材生産に係
る従事者数

（①）
間伐

（うち直営分）

計
（うち直営分）

日 日 日

※他者への請負によるものも含む

ha ha

台 台 

素材生産性
（直営分の素材

生産量/②）

ｍ3/人日 ｍ3/人日

台 

グラッ プル
フォワーダ スイングヤーダ タワーヤーダハーベスタ 

令和　　　　年　　　　月　　　　日認定

認定事業体

意欲と能力のある林業経営者

適合事業者

育成経営体

※実施要領第３のウに該当する事業体は、認定を受けたものに○を付け、その認定日を記入

認定状況

再造林面積
（うち直営分） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

現状値
申請年度の前年度実績

事業実施年度 一年目 二年目
区分

ha ha ha



（様式第6-2号）

第２　事業の目標値

※「目標値」には計画策定時に設定した目標値を、中段には報告年度までの実績値を、下段には達成率（実績/目標値）を記入する。

　　事業実施主体の対応策［目標値に対して実績が著しく低迷した場合］

達成率（％） -

実績値

指　　標 達成状況の分析とその評価

目標値

今後の課題と解決策

指　　標

素材生産量

素材生産性

単位

㎥

㎥/人日

年度 年度

実績値

達成率（％）

事業実施年度 一年目 二年目

年度

再造林面積 ha

-

※目標値に対して、実績が著しく低迷した場合（いずれかの達成率が2年連続で70％未満または単年度で50％未満の場合、ただし３年目については70％未満の場合）は、その対処方針を下記に記入する。

三年目

年度

事業実施主体名

現状値
申請年度の前年度実

績

年度

目標値

実績値

達成率（％）

目標値

-



（様式第6-3号）

　　事務所長等の意見（事業実施主体は記入不要）

　　　　　　　　　　年　　　月　　　日　 事務所長名　　　

今後の指導事項等
（目標値に対して実績が著しく低迷して

いる場合のみ）

「大きな林業」生産力強化事業の
事業計画達成状況



（様式第6-4号）

第３　導入設備の使用状況［中古品を導入した場合のみ添付］

※使用状況写真については、導入設備の使用状況が分かる代表的な現場１箇所の写真を添付

使用状況写真 （使用状況の写真を添付【遠景】） （使用状況の写真を添付【近景】）

撮影箇所 撮影年月日

導入設備の名称

構造、規格、年式


